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令和２年度地方独立行政法人北海道立総合研究機構の
業務実績に関する評価結果（案）の概要

１ 主旨
北海道では、地方独立行政法人法第２８条第１項の規定に基づく地方独立行政法人北海道
総合研究機構に係る令和２年度の業務実績に関する評価を、北海道地方独立行政法人評価委
員会条例第２条の規定に基づき、北海道地方独立行政法人評価委員会の意見を聴き実施して
いる。

２ 評価結果

（１）全体評価
令和２年度の業務実施状況について検証・評価を行ったところ、「Ⅳ」評価（順調に進

んでいる）が２項目、「Ⅲ」評価（おおむね順調に進んでいる）が１項目、「Ⅱ」評価（や
や遅れている）が２項目となり、総合的に勘案すると、令和２年度の業務実績は「概ね順
調に進んでいる」と認められる。

（２）項目別評価（主なもの）

１ 研究の推進及び成果の普及・活用（意見：Ⅲ）
・ 総合力を発揮して取り組む「食」、「エネルギー」、「地域」の研究分野について、効
果的・効率的な研究開発の推進に取り組んだ。

・ 戦略研究、重点研究のほか、経常研究や外部資金による研究など計620課題を実施し
た。

・ 特許権等の知的財産について、道内企業等への利用促進を図るとともに、研究成果
や知見を広く発信し、研究成果の普及に取り組んだ。

２ 総合的な技術支援、連携の推進及び広報機能の強化（意見：Ⅱ）
・ 企業等からの依頼に応じた技術相談や技術的な問題解決に向けた指導等を実施する
とともに、一部については、共同研究や依頼試験等の実施に繋がった。
・ 依頼試験について、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により目標値を下回
ったため、今後は取組手法を工夫するとともに、依頼試験成績書の記載内容の誤記の
再発防止の徹底に向けて継続して取り組む必要がある。

３ 業務運営の改善及び効率化（意見：Ⅳ）
・ 重点的に取り組むエネルギー分野と、密接に関連する環境・資源分野を合わせて、
研究開発の深化を図るため、「エネルギー・環境・地質研究所」の設置と「産業技術環
境研究本部」への再編など組織体制の見直しを実施した。

４ 財務内容の改善（意見：Ⅳ）
・ 事務的経費や維持管理経費の節約など効率的な執行に取り組むとともに、外部資金
や知的財産収入など多様な財源の確保に努めた。

５ その他業務運営（意見：Ⅱ）
・ 建物の劣化状況調査等による施設の状況把握を進め、現有施設の有効活用、庁舎の
省エネ化等ファシリティマネジメントの取組を進めたほか、施設等整備計画に基づき、
大規模施設の更新や移転・集約に向けた検討を行うとともに、施設・設備の改修や修
繕の必要性を判定し、計画的な修繕等を実施することにより、施設の長寿命化を図っ
た。
・ 法令の遵守について、法令遵守や服務規律の確保など、コンプライアンス意識の徹
底になお一層取り組んでいく必要がある。
・ 安全管理については、労働災害等の未然防止や新型コロナウイルス感染症感染拡大
防止に向けて、職員教育や日常点検の取組の徹底に、なお一層取り組む必要がある。
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（参考）項目別評価一覧表

法人自己点検・評価 知事評価

検証
年度計画 項目 項目別評価

番号 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 (ⅤⅣⅢⅡⅠ)

第１ １ 研究の推進及び成果の普及 1-22 研究の推進
住民に対し ・活用 及び成果の
て提供する 0 22 1 0 23 0 22 1 0 23 普及・活用
サービスそ
の他の業務 ２ 知的財産の管理・有効活用 23
の質の向上
に関する目
標を達成す ３ 総合的な技術支援の推進 24-27 総合的な技
るためにと 術支援、連
るべき措置 携の推進及

４ 連携の推進 28-29 0 5 2 0 7 0 5 2 0 7 び広報機能
の強化

５ 広報機能の強化 30

第２ １ 業務運営の基本的事項 31 業務運営の
業務運営の 改善及び効
改善及び効 率化
率化に関す ２ 組織体制の適切な見直し 32
る目標を達 0 6 0 0 6 0 6 0 0 6
成するため
にとるべき ３ 業務の適切な見直し 33-34
措置

４ 職員の能力向上と人材の 35-36
確保

第３ １ 財務の基本的事項 37 財務内容の
財務内容の 改善
改善に関す
る目標を達 ２ 多様な財源の確保 38-39
成するため 0 6 0 0 6 0 6 0 0 6
の措置

３ 経費の効率的な執行 40-41

４ 資産の管理 42

第４ １ 施設・設備の整備及び活用 43-44 その他業務
その他業務 運営
運営に関す
る重要目標 ２ 内部統制の整備 45-47
を達成する 0 8 2 0 10 0 8 2 0 10
ためにとる ３ 社会への貢献 48-50
べき措置

４ 情報公開 51

５ 環境への配慮 52

◆法人自己点検・評価基準
判断の目安

評 価 基 準
取組の項目に関する事項（右欄の項目以外の項目） 数値目標の項目に関する事項

Ｓ 上回って実施している 取組の結果、所期の成果等を上回ったとき 達成度が90％以上(S,Aの評価は
Ａ 十分に実施している 取組の結果、所期の成果等を得たとき 取組状況等を勘案の上､判断)
Ｂ 十分に実施していない 取り組んではいるが、所期の成果等を得られなかったとき 達成度が90％未満(B,Cの評価は
Ｃ 実施していない 取組が行われていないとき 取組状況等を勘案の上､判断)

◆知事評価基準
評 価 基 準

Ⅴ 特筆すべき進捗状況にある
Ⅳ 順調に進んでいる（すべてＳ～Ａ）
Ⅲ おおむね順調に進んでいる（Ｓ～Ａの割合が９割以上）
Ⅱ やや遅れている（Ｓ～Ａの割合が９割未満）
Ⅰ 重大な改善事項がある
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